  6.　仮設住宅の設置と運営　

	

	【問題提起】

　阪神・淡路大震災でも同様ですが、東日本大震災のような大規模災害の場合、仮設住宅への入居期間は長期化し、「仮設住宅のあり方」を問い直す必要も出てきます。

　東日本大震災は、被災地が広域的であるとともに、寒冷地であったことも特徴の一つです。それにもかかわらず、相変わらずの県による統一発注は多くの問題を発生させています。しかし同時に、地元資源の活用、仮設市街地・仮設商店街、サポートセンターの設置・運営のような新たな取り組みも行われています。

①　県発注、大手メーカーによる仮設プレハブの大量建設

　　仮設住宅は「住まい」であり、居住の場としての質の問題が大事です。仮設住宅の発注は県がすることになっています。県は、統一仕様によって大手メーカーに発注し、大量建設を行いました。この結果、被災地が寒冷地であるにもかかわらず、寒冷地仕様になっていなかったために、建設後追加工事を行うところが相次ぎました。

②　地域資源（地元木材）活用

　　質の確保の一つのポイントは、地域の知恵・資源を活用する事です。仮設住宅は、県が発注し大手プレハブメーカーによる建設が行われますが、地元木材の活用が、地元雇用にもつなげる目的で、岩手県住田町や福島県などで取り組まれました。

③　入居時期の遅れ
　　被災者は、過酷な生活環境である避難所や様々な避難先から、順次応急仮設住宅に移りました。しかし、災害救助法によれば被災から「20日以内」に着工となっていますが、東日本大震災では、被災後３か月を経た段階でも仮設住宅に入居できた人は４割程度でした。また、時間が経って、多人数で入居していた世帯が分かれての入居を希望したり遠隔地に避難していた人々が、地元の仮設住宅を希望する事例も見受けられました。

	

	


【処方箋－１】人間らしく住める住宅を提供し利用者ニーズに応じた改善システムをつくる
　仮設住宅は、一時的な居住の場であるとしても、人間としての尊厳を満たすものでなければなりません。ましてや大災害の場合には仮設住宅での暮らしが長期化する可能性があり、より“住宅”としての質が求められます。
　応急仮設住宅は、各県がプレハブ建築協会との協定によって供給しますが、規格部会による飯場型の仮設住宅と、住宅系メーカーで構成される住宅部会による仮設住宅があります。全般に東北地方の気候に適合しておらず、狭いといった問題がありましたが、特に飯場型のものは住宅としての“基本的”性能（玄関回り、収納、断熱、防音、開口部、台所、浴室等の設備）に欠けるという大きな問題があり、それを補う追加工事が続きました。「応急」であっても、最低でも２か月居住し、大災害では長期化する可能性が予想されるので、少なくとも「住宅」の性能をもった住宅を供給すべきでした。これに対し、木造仮設住宅やその他のより居住性の高い仮設住宅の試みが行われたことは特筆すべきですが、住宅の質についての、相当の格差がみられることになりました。

　その点から、プレハブ建築協会の規格部会によるプレハブ仮設住宅は対象外として、少なくとも住宅部会による住宅性能を満たした仮設住宅を供給すべきです。また、居住性を満たすことや地場産業の復興を考慮し、地域の住宅建設業・建設業による住宅の供給を一定割合行うことも必要です。これらは防災計画や、自治体の防災マニュアル等に盛り込み、平時から地元建設業者との協議を行い、協定を結んでおくことが必要です。
　また、緊急に供給したために、欠陥があったり居住者のニーズに合わないことがありますので、当初から居住者や自治会の意見を聞き、建築技術者等の参加による改善システムを作るべきです。改善にあたっては、ボランティアの導入も想定すべきです。
【処方箋－２】低廉で質が良く、地域復興に役立つ仮設住宅を造る　

　応急仮設住宅は国の基準でプレハブ協会が一括受注（発注は都道府県）し、協会各社が供給する形式のため、地域特性（特に気象条件）への配慮が不十分で、部屋や建物の配置も長期間の居住を前提にしたものになっていません。特に冬の寒さ対策が不十分で、入口の雪除け室や灯油置場の冬囲い等々、様々な追加工事を行っていますが、断熱が悪いため室内の結露がひどく、隣りの音が筒抜けとなるなど、居住環境としては最悪の状態でした。

　この問題の解決の糸口が、福島県、岩手県を中心に取り組まれた「木造仮設住宅」です。全国一律仕様を排除し、地元自治体や建築関係団体・企業が中心になって県仕様・市町村仕様のものを開発し、地元の工務店が中心になって施工しました。住環境の向上だけではなく、地域の経済を循環させ、復興への貢献度も高いものです。例えば福島県は、県産材を使った木造仮設住宅等の企画コンペを実施し、１次・２次の募集で24社・団体の施工者を選定しました。

	

	・事例－１　岩手県住田町　：住田住宅産業（第３セクター）

　　地元の杉材活用をめざして輸出用に開発した木造仮設住宅を利用。住田町が発注。

・事例－２　福島県応急仮設住宅（ログハウス）：日本ログハウス協会東北支部

　　福島県の木造仮設住宅企画コンペ採用案の一つ。ログハウス形式（丸太組）で、２次募集時には、１次募集の建物を検証し、仕切り壁のない大スペース方式を採用。

・事例－３　福島県応急仮設住宅（三春方式）：三春町復興住宅つくる会

　　三春町の地元工務店５社のＪＶ。木造軸組で、日本建築家協会東北支部の支援を受ける。配置計画を工夫し、各戸の間にスリットをとり、騒音を防止している。

・事例－４　福島県応急仮設住宅（板倉）：福島県建設業協会

　　杉の厚板を柱に落とし込んでつくる伝統的な構法を使った、地域のストックになる事を目めざした木造仮設住宅。仮設住宅として使用した後に、基礎を打ち直してそのまま使う事や、二戸一戸化、組み立て直しなどにより、復興住宅として使う事を想定。

	


	

	【問題提起】
④　コミュニティを崩した入居方法
　　仮設住宅への入居にあたっては、比較的小規模な集落等では集落でまとまって入居したところが多いのですが、大規模で緊急に行う必要があったこと、入居の平等という点から抽選とされ、旧コミュニティを考慮した入居方式ではなかった地域（自治体）がありました。仮設住宅で新たな人間関係をつくらねばならず、さらに生活再建や復興住宅への入居にあたり、被災者の生活再建に関わる要求の調整が困難となったところがあります。

⑤　自殺・孤独死の問題

　　あまり報道されていませんが、仮設住宅等で孤独死された方の人数は33名（2012年６月現在）、2011年より12年の方が増加するペースが速く、自殺者も増えています。仮設住宅の中にはアルコール依存症の方や引きこもりの高齢者も少なくなく、今後の増加が懸念されます。

⑥　サポートセンター

　　大きな仮設住宅のあるところでは、サポートセンターが設置され、運営されています。その機能、運営のあり方などは、今後の仮設住宅のあり方を考える上で重要です。

⑦　仮設住宅団地のコミュニティへの配慮の必要
　　仮設住宅の住棟配地は、被災者が孤立せず、人々との自然な交流ができるよう配慮する必要があります。集会所と広場を中心に置いたり、出入り口を向き合わせる等の工夫がなされたところもありましたが、日照条件の平等を考え多くは並行配置となり、集会所は端に置かれるところが見られました。

	


【処方箋－３】コミュニティを維持する入居方法を工夫する
　高齢者や障害者の方を早く仮設住宅に住まわせたい、という配慮はむしろ禁物です。早期に整備される所は往々にして市街地から遠く不便な所で、居住者は孤立しがちだからです。これに対する対策としては、地域別に仮設住宅を造るプログラムを明示し、可能な限り近くに、コミュニティ単位で住める所を造ることや、場所探しも含めて、地域の人を交えて仮設住宅の計画を行う事です。そのことで避難所生活の不安も解消されます。

　また、出来るだけ抽選をしない様にします。仙台市でコミュニティ単位の抽選に取り組みましたが、残念ながらうまく行かなかったようです。周知不足という問題と共に、選定・入居方式について充分に地域と話し合う事が大事ですし、自治体職員等が、従前居住地を見ながら上手に割り当てて行く方式の方が現実的なようです。

	

	・事例－１　田老町　：全村避難型（山古志方式）

　　ほぼ遊休化していた大規模リゾート施設（グリーンピア三陸田老）敷地に全村で避難し、約250戸の仮設住宅村を建設（ホテルの利用を含む）。主要な公共施設（役場支所、学校、福祉施設、保育園など）や仮設商店街を整備した。

・事例－２　仙台市　：コミュニティ申込（コミュニティ単位の入居方式）

　　10世帯以上のグループ単位で抽選を行い、仮設住宅の近隣居住グループを優先する。

　　ただしハードルが高すぎ、１次募集では６グループしか応募がなく、２次募集では５世帯に下げたがそれでも評判が悪く、３次募集からこの枠はなくなった。

・事例－３　陸前高田市広田町長洞地区（長洞元気村）：集落主導の仮設住宅整備

　　集落主導で、集落隣接地の民有地を探し、配置計画なども作成した。（大学の支援）

	


【処方箋－４】孤立化しやすい遠方仮設・小規模仮設を避ける

　仮設住宅の用地は「公有地」という縛りがあり、かつ津波被害で低地の利用が出来なかったため、初期の仮設住宅の多くは、市街地から遠く離れた利便の悪い所に、比較的小規模なものが点在立地しているため、買い物難民・医療難民の問題が発生しています。

　これに対し自治体が連絡バスを設けたり、高齢者移送サービス団体（ＮＰＯ等）が支援に入り、地域の組織に引き継がれている事例、生協やスーパーなどが買い物バスや移動販売をしている事例などもありますが、用地選定の工夫が重要です。

　その後用地の基準は緩和されましたが、三陸地域の様に、被災した居住地の近くに仮設用の土地を手当てする事が難しい地域では、当初から民有地も対象に含めて、そのまま本設の住宅地の一部として整備していく事が、二重投資を避ける事にもなり、適切です。小規模でも、陸前高田市の長洞地区のように、既存集落に隣接して建設する事で、地域のコミュニティを維持している事例もあります。

【処方箋－５】仮設住宅での孤独死・孤立化を防ぐ

　阪神・淡路大震災では、仮設住宅の“孤独死”が大きな社会問題になりました。以前の居住地から遠く離れた仮設団地に抽選で入居した高齢者たちは、身近な知人もなく、仮設住宅の中で孤独な生活を余儀なくされ、亡くなっても発見されないという事態を招いたのです。中越地震の際はその事を踏まえて、山古志村の全村移転仮設団地が長岡ニュータウンの一角にまとめられ、福祉施設も整備されました。従来のコミュニティを維持すると共に、隣接する未利用地に農園もつくり、日頃の生活をなるべく変えない工夫が多数なされました。

　応急仮設住宅は短期間（２年以内）の仮住まいと考えられがちですが、実際には住宅地や集落の復興が完了し、それぞれが住宅を建てるまでの４～５年を過ごす場所であり、今後の生活（復興まちづくり）を皆で話し合う場でもあります。従来のコミュニティが維持され、適切な居住環境・水準、生活サービスが整った“仮設市街地”として位置づけられる必要があります。
　また、東日本大震災の仮設住宅対応を見ると、集落単位で整備している所もあれば抽選方式の所もあり、仮設住宅を造らずに民間アパートの借り上げで全てをまかなおうとしている所もあるなど、各県・各自治体でバラバラな対応もみられ阪神・淡路大震災と同様の状態になる恐れがある一方で、色々な工夫がされています。これらの良い事例を学ぶ事が重要です。

	

	資料 ― 被災者向けの住宅の確保状況

住宅の種類

戸　数

発表時

仮設住宅　建設戸数（完成戸数）

 53,537戸

2013/４/１

民間賃貸住宅等（借り上げ分）入居戸数

 59,353戸

2013/３/25

公営住宅等　入居戸数

　8,895戸

2012/９/３

国家公務員宿舎等　入居戸数

 10,534戸

2012/９/３

合　　計

132,319戸

※　復興庁・国土交通省・厚生労働省資料より作成

	


【処方箋－６】人的サポートを実施しサポートセンターを設置・運営する

　仮設住宅居住者の多くが被災により家族を失ったり、財産や仕事を失うといった物的・精神的ダメージを受けており、孤独死を防ぎ、生活再建に向けての居住の安定をはかるためには、人的サポートが不可欠です。このことは阪神・淡路大震災、中越地震を経てかなり認識され、生活サポートや見守り等が行われるようになりました。就業、法律、医療、福祉等の専門的アドバイスを行うパーソナルサポートサービス（ＰＳＳ）が実施されたところもあります。これはホームレスの人々の「自立」支援として内閣府で導入したものです。
　また、仙台市はみなし仮設住宅居住者への２回にわたる実態調査を行い、約２割を占める高齢者単身、高齢者のみの世帯、ひとり親世帯約2,500世帯に対して、社会福祉協議会による３か所の支援センターを開設し（2012年５月９日）、生活相談員による個別訪問等の支援を行っています。これらの人的支援を統括するのが、サポートセンターです。

　仮設住宅におけるサポートセンターの設置と運営は、中越地震の際の経験も踏まえて、（財政を含む）厚生労働省の支援のもとに取り組まれたものです。それは、下記のように大規模なものであっただけに、その経験を今後の大災害時の支援に生かしていくことが必要です。

①　仮設住宅におけるサポートセンターは、総合相談支援、デイサービス、訪問介護、訪問看護、診療機能（診療室）、生活支援サービス、配食サービス、地域交流などのスペース、機能を持っています。ただし、仮設住宅の規模によって、その機能は異なっています。

②　サポートセンターには生活支援相談員が配置されるほか、サポートセンターの持つ機能によって必要な人員が配置されています。

③　サポートセンターの取り組み状況は、厚生労働省の資料によれば被災３県で合計101か所が設置されました（2011年12月７日現在）。その内訳は岩手県26か所、宮城県50か所、福島県25か所となってます。

④　サポートセンターの運営は委託されています。委託先としては社会福祉協議会が多いと思われますが、宮城県気仙沼市の例などをみるとデイサービス事業を行っている団体（社会福祉法人、ＮＰＯ、民間企業など）にも委託されています。

⑤　今後の課題は、小規模な仮設住宅との連携、自主避難者のケア、仮設住宅周辺の住民との交流などのほか、支援団体（大学、ＮＰＯなど）、ボランティアとの連携・協力のあり方など多岐にわたると考えられます。また、サポートセンターの設置者である自治体との、日常的な連携にも課題があると思われます。

【処方箋－７】コミュニティを生かした空間をつくり、仮設住宅を運営する
　被災者が人々との交流を通して情報を得たり、協力・協働し、生きがいや自尊意識、意欲をもって生活再建を行うためにも、下記のような施策を通じた仮設住宅の空間や運営にコミュニティの醸成が、重要です。
①　住棟配置

　　可能な限り集会所を中心に配置し、それを囲むような住棟配置にするべきです。オープンスペースが十分でない場合、宮城県女川町で試みられたように三階建ての仮設住宅として、ゆとりができた空間を共同の場（コモン）にし、被災した人々どうし、周辺地域の人々や支援者等との交流の場になっています。
②　子どもの遊び場

　　子どもが思いっきり遊べる場を仮設住宅の敷地か周辺に用意すべきです。その遊び場は、子どもだけではなく大人たちの交流の場にもなります。
③　菜園やガーデニング

　　人々の交流を行う上で、収穫の喜びがあるという意味、また殺風景な仮設住宅に潤いをもたらす上でも、菜園づくりやガーデニングは効果があります。
④　医療・介護等の体制（コミュニティケア型仮設住宅）

　　仮設住宅には、国の基準も定められ、一定規模毎に集会所や談話室、生活相談所、福祉サポートセンターなどの設置が広く行われていますが、岩手県遠野市で、介護基準より緩やかなケア付き仮設住宅が実現し、他地区にも展開しました。

	

	・事例－１　遠野市“希望の郷『絆』”：コミュニティケア型仮設住宅

　　遠野市は広域的な支援拠点も担っていますが、職員駐車場に建設した仮設住宅（40戸）のほぼ半分をケアゾーンに割り当て、高齢者・障害者・妊婦・０歳の子育て家族など、サポートを要する世帯が入居しています。

　　　木造で、ウッドデッキを介して対面する住棟配置は、他の地区の先例となりました。

	


	

	【問題提起】
⑧　みなし仮設住宅（借り上げ住宅）
　　東日本大震災での大きな特徴はプレハブ建築協会による仮設住宅に代わり、自治体が民間賃貸住宅を借り上げて被災者に提供する「みなし仮設住宅」が大量に提供され、全体の13万戸の内52％を占めています。仙台市では利用できる民間賃貸住宅の空家ストックの多さを反映して、仮設住宅の８割も占めています。被災者が普通の“住宅”としての体裁をもち、居住地を選択できる一般住宅を選択したのは当然ともいえます。
　　しかし、みなし仮設住宅の場合、第１に入居者が分散しているために、必要な情報や支援物資が届かない、家族が抱える問題が外から見えないといった問題がありました。プレハブ仮設住宅と同様、様々な相談に応じられる人的支援（居住支援やパーソナルサポート）や、情報交換、交流ができる拠点が求められていました。また第２に期限終了後の継続居住の仕組みがなく、不安定な状況にあります。
⑨　仮設市街地、仮設商店街の展開

　　東日本大震災、とりわけ大津波は、平地にある市街地を飲み込み、生活の基盤である住居と商店街がことごとく失われる事態となりました。仮設市街地の建設というテーマが浮上し、仮設住宅に併設して商店、郵便局、保育園、診療所、グループホームなどを設けるところが多くなりました。また、仮設商店街の建設と運営も多くの被災地で見ることができます。仮設商店街の機能も、仮設住宅の中や近辺、駅や漁港の近くなどによって当然異なっています。

⑩　「仮設」という考え方の見直し

　　東日本大震災の規模の大きさ、住宅再建の困難さから、仮設住宅居住の期間が相当に延びることが予想されます。また質の高い仮設住宅を供給しようとすれば、財政的な問題も生じます。「仮設」という考え方を根本から見直すことが、南海トラフ地震、首都直下地震など、次の大規模震災に備えるために重要です。

	


【処方箋－８】民間住宅の借り上げ制度で、利用できる空家を再生する

　東日本大震災では約12万４千戸が全壊し、福島原発の避難区域から避難している方たちが約９万５千人います。応急仮設住宅の必要戸数は、当初７万２千戸と見積もられましたが、民間住宅の借り上げ制度を導入したことで必要戸数が減り、現在約５万３千戸が建設済みで、ほぼ目標を達成しています。

　一方、民間借り上げ戸数は約６万戸（この内、岩手・宮城・福島３県外が約１万１千戸）と仮設住宅数を上回る戸数になっています。この方式は短期的に効果が出せるため、福島県いわき市の様に仮設住宅をほとんど建設しなかった自治体もありますし、仙台市などの都会ではむしろ被災者に受入れやすいものでした。ただし、元々民間の空家がほとんどない地域では利用が困難ですし、借り上げ期間（２年）後の継続が可能か、自治体域を越えてバラバラに住んでいる人達への情報提供や生活のケア、復興まちづくりの相談をどのように行うかなどの問題があります。これらが転出のきっかけになる危険性もあります。東京都の三宅島が全島避難をしていた時に、民間ボランティアが中心になって村民電話帳（連絡簿）を作成したような支援体制を作っておく必要があります。

　また、地域には“空家”は非常に多く、ほとんどが流通していません。空家バンクなどの試みもありますが、このままでは朽ち落ちてしまう危険性が大いにあります。非常時のストックとして、集落内の空家や空き部屋を管理する事も大事です。

【処方箋－９】「仮設」を恒久住宅にする
　東日本大震災では、仮設住宅居住の期間が長期化しています。また、応急仮設住宅を供給して期間が終われば取り壊すという方法は資源の浪費であるとも考えられます。そこで、「仮設」から「恒久住宅」につなげるため以下の２点をあげたいと思います。
①　一定の質の高い住宅を恒久住宅に転換する
　プレハブ建築協会のプレハブ仮設住宅の多くは質が悪く、恒久的な住宅にはできませんが、木造などの他の質の高い仮設住宅は、そのまま使い、生活再建の状況に応じて増築する等して、恒久住宅として利用できるようにすべきです。また、これらは移設も可能ですので、払い下げて自宅の敷地に建設したり、復興公営住宅として計画に入れることも考えられます。
②　「みなし仮設住宅」の場合、家賃補助等を通して、継続居住を可能にする
　自治体による借上げ住宅「みなし仮設住宅」は、期限が来た段階で被災者の状況に応じて家主と居住者との契約に変更し、収入に応じた家賃補助によって居住の安定をはかることで、継続して居住することができます。この家賃補助は、復興公営住宅政策を補完するものとして位置付け、国が行う必要があります。しかし日本においては現金給付である家賃補助に対して政府は否定的な態度をとってきた経過もあり、今後の制度設計が必要です。
【処方箋－10】仮設住宅を、住宅再建、復興まちづくりを話し合う場にする　

　仮設住宅は、単なる仮住まいではなく、これからのまちの復興、住宅の再建を話し合う場、生活の場です。そのためには、まず、仮設住宅地ごとの自治会を結成し、他の仮設住宅地や行政との連携により、問題を解決していくことが重要です。特に問題別、課題別に話し合うグループ（子ども、高齢者、障害者、女性他）をつくることが必要です。また、地域住民参加でまちづくり計画をつくり、それに基づいて「高台移転」「土地区画整理」などの基盤整備を進めるには、災害救助法で定めた２年を超えることは十分考えられます。
　それ故、仮設住宅地には、飲食店、郵便局、診療所、福祉施設、保育園などの生活サポート機能が必要で、これらの機能を何らかの形で持った「仮設の市街地（街）」だと考える必要があります。現在、仮設住宅と仮設店舗等の商業施設は別々の法制度で動いていますが、自治体の主導・工夫で総合的に整備を進める必要があります。

　東南海地震等これから起こる地震・津波の対象地域は、三陸同様の過疎地であり、広範な被害が想定されています。土地の制約条件や財政的な余力などを考えると、木造仮設住宅などを中心に、復興住宅・本設住宅へそのまま移行できるような連続的（シームレス）な復興システムを考えておく事が重要です。

【処方箋－11】仮設住宅のいらない住宅・居住政策を実施する
　仮設住宅について検討してきましたが、大都市では仮設住宅建設用地の確保が難しいこともあり、今後予想される大災害が発生した場合には、応急仮設住宅の供給では全く対応できないことが予想されます。そのためには、日頃の都市・住宅政策において、「仮設住宅のいらない」政策を行っておくことが必要です。
①　自治体の住生活基本計画（住宅マスタープラン）における住宅の耐震対策の拡充
　　住宅政策については、住生活基本法、国の住生活基本計画に基づき、都道府県の住生活基本計画が策定され、市区町村でも計画づくりをしているところがあります。阪神・淡路大震災以降、耐震対策が重要な柱になりましたが、全く不十分です。

　　国土交通省による『住宅・建築物の耐震化の促進』2012年版によると、2003年時点で、住宅総数の25％に相当する約1,150万戸の耐震化が不十分と推計され、2018年の全国の耐震化率は約79％となっています。施策としては耐震診断助成、耐震改修助成がありますが、耐震性能に問題がある築年数の高い住宅には高齢者が住んでいる場合も多く、耐震改修の助成金額が低いこともあり、なかなか改善につながりません。老朽化した分譲マンションも大きな問題です。これらの対策の拡充を行い、「仮設住宅のいらない、倒れない」住宅政策の強化が求められます。
②　民間賃貸住宅の活用
　　東日本大震災で拡大した民間賃貸住宅による「みなし仮設住宅」は、１つの有効な方法です。人口縮減時代にあって住宅の過剰供給、空家問題が大きくなっており、全国平均で13.1％にのぼり、多くが賃貸用住宅です。これらを自治体で登録し、災害時の活用可能性を具体化するための調査を行い、地家主や仲介業者との協議を行っておくことも検討する必要があるでしょう。
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